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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

      ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

      ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。  

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第82期

第１四半期 
連結累計期間

第83期
第１四半期 
連結累計期間

第82期

会計期間
自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日

自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

売上高 (百万円) 18,146 16,612 70,781 

経常利益 (百万円) 876 347 1,858 

四半期(当期)純利益 (百万円) 454 103 1,368 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(百万円) 852 906 1,113 

純資産額 (百万円) 37,949 38,585 37,910 

総資産額 (百万円) 75,761 76,350 77,108 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 22.55 5.14 67.96 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.6 49.0 47.8 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

(1) 業績の概況 

当第１四半期連結累計期間の国内経済は、震災からの復興需要もあり、持ち直しの動きもみられまし

たが、欧州を中心とする海外景気の減速や円高などにより、厳しい状況が続きました。 

また、世界経済は、米国経済の緩やかな回復などはありましたが、欧州の金融危機の影響などによる中

国経済の減速もみられ、景気の回復は弱いものとなりました。 

 このような環境のもと、当社グループにおきましては、徹底した経費削減を実施するとともに、主原

料であるロジンをはじめとする原材料価格の変動に対応した製品価格の改定に努めてまいりました。ま

た、超淡色ロジン、光硬化型樹脂および電子材料用配合製品などの高付加価値製品を中心に拡販を推進

してまいりました。海外におきましては、中国などのアジア地域ならびに欧州における事業拡大を推進

してまいりました。 

 しかしながら、基盤事業における主要製品の国内での需要減少に加え、設備投資にともなう減価償却

費の増加もあり、収益性が悪化しました。 

 その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は166億12百万円（前年同期比8.5％減）、営業利益は

３億58百万円（同56.9％減）、経常利益は３億47百万円（同60.3％減）、四半期純利益は１億３百万円

（同77.2％減）となりました。 

  
セグメントの業績は次のとおりであります。なお、セグメント区分の売上高はセグメント間の内部売

上高を含んでおりません。 

① 製紙薬品事業 

国内製紙業界は、需要の低迷や輸入紙の増加などにより印刷用紙の生産は減少しましたが、段ボー

ル原紙など板紙の生産は堅調に推移しました。一方、中国製紙業界においては、紙・板紙の需要の伸

びが鈍化しました。このような環境のもと、当事業におきましては、国内の販売は低調に推移しまし

たが、台湾での販売は増加しました。利益面では、台湾、中国における拡販や新たな製品の投入によ

り、全体では微減益にとどまりました。 

その結果、売上高は43億７百万円(前年同期比13.6％減)、セグメント利益は２億11百万円(同4.3％

減)となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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② 化成品事業 

国内の印刷インキや粘着・接着剤業界は、出版・広告分野などで、低調に推移しました。このよう

な環境のもと、国内事業におきましては、印刷インキ用樹脂や粘着・接着剤用樹脂の販売が減少しま

した。また、海外事業におきましては、欧州での販売が減少しました。利益面では、国内外の販売減

少に加え、超淡色ロジンの設備投資にともなう減価償却費の増加により、損失となりました。 

その結果、売上高は87億76百万円(前年同期比8.6％減)、セグメント損失は80百万円(前年同期はセ

グメント利益５億30百万円)となりました。 

③ 電子材料事業 

電子工業業界は、スマートフォンの拡大があったものの、薄型テレビやノートパソコンなどの需要

が低迷しました。このような環境のもと、当事業におきましては、昨年夏場以降の需要低迷から、光

硬化型樹脂、電子材料用配合製品および機能性ファインケミカル製品の販売が回復傾向となりまし

た。利益面では、前四半期までの損失から黒字転換しましたが、光硬化型樹脂の一部用途での販売回

復が遅れ、減益となりました。 

その結果、売上高は34億64百万円(前年同期比0.4％減）、セグメント利益は60百万円(同50.9％減)

となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当社グループの四半期連結貸借対照表における代表的な流動性指標は、流動比率が175.1％、固定長

期適合率が59.3％となっており、ストックの観点からも、短期的支払能力および長期的支払能力とも十

分な健全性を保っております。ただし、過度の流動性を保持することなく、資産の有効活用および不用

資産が生じた場合には速やかに圧縮するように努めております。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

問題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は６億91百万円であります。 

  
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当社グループにおいては、さらなる発展を目指して、平成20年４月より第２次中期５ヵ年経営計画を

スタートさせております。第２次中期５ヵ年経営計画のキャッチフレーズ「ＰＩＮＥ ＤＡＳＨ １００

０」を共通認識とし、グループ一丸となって、目標の達成と次なる飛躍へ挑戦してまいります。 

第２次中期５ヵ年経営計画で掲げた基本方針の下、重要な施策は着実に実行してまいりましたが、経

済環境の急激な変化などによる需要の大幅な変動もあり、計数的目標の達成は困難な見込みでありま

す。このような状況でありますが、第２次中期５ヵ年経営計画で築いた事業基盤が創出する成果の最大

化を目指した第３次中期経営計画の策定を進めてまいります。 
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(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの分析に関しての課題は、当社グループが永続的に付加

価値を生み出し、安定的かつ健全な成長を遂げていくことであると認識しております。そのための当面

の目標は、平成20年４月にスタートしました、第２次中期５ヵ年経営計画に掲げた施策を実行すること

であります。 

第２次中期５ヵ年経営計画の達成に向けて、第１次中期５ヵ年経営計画で築いた基盤をより強固なも

のとするとともに、企業価値の向上を実現する、躍動する企業集団となることを目指し、第２次中期５

ヵ年経営計画にて取り組むべき基本方針として、次の４項目を掲げております。 

① 基盤事業のさらなる拡大 

製紙薬品事業と化成品事業から構成される基盤事業においては、徹底した低コスト体質への変革

と、事業の継続的な発展・拡大を実現するための見直しをおこない、アライアンスも視野に入れた集

中・拡大や、縮小・撤退の選択を実施してまいります。また、徹底したコスト改善の施策による収益

の最大化を目指します。さらに、アジアを中心とした海外市場の開拓による事業の拡大を推進してま

いります。 

② 伸長事業の拡大 

機能材料事業と光電子材料事業（報告セグメントではともに電子材料事業）から構成される伸長事

業においては、さらなる発展を目指すとともに、新たな展開を可能とするグループ内の相乗効果によ

る高付加価値分野での用途開発や、アジアを中心とした海外市場の開拓、また、川上・川下業界との

アライアンスも視野に入れた事業の拡大などにより、高収益性の確保と量的な拡大を推進してまいり

ます。 

③ 新規事業・新技術の創生 

当社グループの次なる柱となるべき新規事業と新技術の創生を目指すとともに、基盤・伸長各事業

の拡大に必要な技術の開発、不足技術の確保などを推進してまいります。これらの目的を効率的に達

成するための開発マネジメントシステムの構築を進めてまいります。 

④ 経営・事業基盤の整備と強化 

事業組織のさらなる強化と経営資源の最適配分により、顧客ニーズや社会の変化に迅速な対応が可

能となる経営・事業基盤を構築し、全てのステークホルダーから信頼される企業として社会的責任を

果たしてまいります。また、事業と地域の拡大、コア技術の研鑽と継承を可能とするための経営資源

（人財・資金・情報）の確保を推進してまいります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,800,000 

計 52,800,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,150,400 20,150,400 

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部）

単元株式数は100株であります。

計 20,150,400 20,150,400 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成24年６月30日 ― 20,150,400 ― 3,128 ― 3,350 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日である平成24年３月31日現在で記載しておりま

す。  

  

① 【発行済株式】 

平成24年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株(議決権４個)含まれてお

ります。 

  
② 【自己株式等】 

平成24年３月31日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 11,700

― ―

完全議決権株式(その他) 
 
 

普通株式 20,088,800 200,888 ― 

単元未満株式 
 
 

普通株式 49,900 ― ― 

発行済株式総数 20,150,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 200,888 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
荒川化学工業㈱ 

大阪市中央区平野町１丁目
３番７号 11,700 ― 11,700 0.06 

計 ― 11,700 ― 11,700 0.06 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。  

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１

日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,678 5,794

受取手形及び売掛金 ※  27,482 ※  27,016

商品及び製品 6,890 7,010

仕掛品 693 718

原材料及び貯蔵品 5,742 5,873

繰延税金資産 508 399

その他 1,439 1,332

貸倒引当金 △115 △106

流動資産合計 48,321 48,037

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,700 8,551

機械装置及び運搬具（純額） 9,151 8,963

土地 4,700 4,706

建設仮勘定 50 39

その他（純額） 408 428

有形固定資産合計 23,010 22,689

無形固定資産   

のれん 160 193

その他 634 664

無形固定資産合計 795 858

投資その他の資産   

投資有価証券 4,074 3,680

繰延税金資産 563 746

その他 350 344

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 4,981 4,764

固定資産合計 28,786 28,312

資産合計 77,108 76,350
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※  11,782 ※  11,707

短期借入金 12,131 11,527

未払法人税等 197 111

未払消費税等 36 148

賞与引当金 810 511

役員賞与引当金 37 9

資産除去債務 15 15

設備関係支払手形 ※  90 ※  152

その他 3,720 3,245

流動負債合計 28,822 27,429

固定負債   

社債 5,000 5,000

長期借入金 3,080 2,939

繰延税金負債 64 66

退職給付引当金 1,920 1,880

修繕引当金 51 68

資産除去債務 84 85

その他 173 296

固定負債合計 10,375 10,335

負債合計 39,197 37,764

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,128 3,128

資本剰余金 3,350 3,350

利益剰余金 31,065 30,937

自己株式 △11 △11

株主資本合計 37,532 37,404

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 578 418

為替換算調整勘定 △1,281 △414

その他の包括利益累計額合計 △703 4

少数株主持分 1,081 1,176

純資産合計 37,910 38,585

負債純資産合計 77,108 76,350
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 18,146 16,612

売上原価 14,532 13,547

売上総利益 3,613 3,064

販売費及び一般管理費 2,782 2,706

営業利益 831 358

営業外収益   

受取利息 1 2

受取配当金 50 42

不動産賃貸料 29 29

為替差益 0 －

その他 60 34

営業外収益合計 141 108

営業外費用   

支払利息 78 77

為替差損 － 28

その他 18 12

営業外費用合計 96 118

経常利益 876 347

特別利益   

固定資産売却益 71 0

負ののれん発生益 12 －

特別利益合計 84 0

特別損失   

固定資産除売却損 17 2

災害による損失 93 －

投資有価証券売却損 0 －

投資有価証券評価損 － 148

特別損失合計 111 151

税金等調整前四半期純利益 848 196

法人税、住民税及び事業税 115 64

法人税等調整額 236 15

法人税等合計 352 79

少数株主損益調整前四半期純利益 495 116

少数株主利益 41 13

四半期純利益 454 103
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 495 116

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △48 △159

為替換算調整勘定 405 948

その他の包括利益合計 356 789

四半期包括利益 852 906

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 788 810

少数株主に係る四半期包括利益 64 95
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【会計方針の変更等】 
  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 
当第１四半期連結累計期間

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

なお、これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響

は軽微であります。 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

 原価差異の繰延処理 

連続プラントにおいて、定期的な修繕が特定の四半期におこなわれるために発生する原価差異は、予定原価が

年間を基礎に設定されており、原価計算期間末までに解消が見込まれるため、当該原価差異を流動資産（その

他）として繰り延べております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

   ※四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。 

  

 
  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

 １ 配当金支払額 

 
  

 ２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

 １ 配当金支払額 

 
  

 ２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

 
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成24年６月30日)

受取手形 226百万円 231百万円

支払手形 407百万円 319百万円

設備関係支払手形 24百万円 13百万円

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 725百万円 818百万円

のれんの償却額 11百万円 11百万円

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月17日 
定時株主総会  

普通株式 251百万円 12円50銭 平成23年３月31日 平成23年６月20日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月20日 
定時株主総会  

普通株式 231百万円 11円50銭 平成24年３月31日 平成24年６月21日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険、不動産仲介等を含んでお

ります。 

  

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項) 

(単位：百万円) 

 
(注) １ 全社費用の配賦差額は、主に報告セグメントに予定配賦した一般管理費の差額であります。 

２ 営業外損益は、主に報告セグメントに計上されている営業外損益項目であります。 

  

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

該当事項はありません。 

  
(のれんの金額の重要な変動) 

該当事項はありません。 

  
(重要な負ののれん発生益) 

当社は、当社の連結子会社である荒川ケミカル（タイランド）社の株式を追加取得いたしました。これ

に伴い「化成品事業」セグメントにおいて負ののれん発生益を計上しております。 

 なお、当第１四半期連結累計期間における当該事象による負ののれん発生益の計上額は、12百万円であ

ります。 

 
報告セグメント

その他 
(注)

合計
製紙薬品 化成品 電子材料 計

売上高    

 外部顧客への売上高 4,987 9,600 3,478 18,066 79 18,146 

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高 

― ― 139 139 9 149 

計 4,987 9,600 3,618 18,206 89 18,295 

セグメント利益又は損失(△) 220 530 123 874 △0 874 

利益 金額

報告セグメント計 874 

「その他」の区分の損失(△) △0

全社費用の配賦差額(注)１ △16

営業外損益(注)２ △26

四半期連結損益計算書の営業利益 831 
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当第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険、不動産仲介等を含んでお

ります。 

  

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項) 

(単位：百万円) 

 
(注) １ 全社費用の配賦差額は、主に報告セグメントに予定配賦した一般管理費の差額であります。 

２ 営業外損益は、主に報告セグメントに計上されている営業外損益項目であります。 

  

３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

該当事項はありません。 

  
(のれんの金額の重要な変動) 

該当事項はありません。 

  
(重要な負ののれん発生益) 

該当事項はありません。 

  
４ 報告セグメントの変更等に関する事項 

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。 

なお、これによる当第１四半期連結累計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。 

 
報告セグメント

その他 
(注)

合計
製紙薬品 化成品 電子材料 計

売上高    

 外部顧客への売上高 4,307 8,776 3,464 16,547 64 16,612 

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高 

― ― 86 86 7 93 

計 4,307 8,776 3,550 16,633 72 16,706 

セグメント利益又は損失(△) 211 △80 60 191 △2 189 

利益 金額

報告セグメント計 191 

「その他」の区分の損失(△) △2

全社費用の配賦差額(注)１ 223 

営業外損益(注)２ △55

四半期連結損益計算書の営業利益 358 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

項目 (自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額(円) 22.55 5.14 

四半期純利益金額(百万円) 454 103 

普通株主に帰属しない金額(百万円)  ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 454 103 

普通株式の期中平均株式数(株) 20,138,666 20,138,634 

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年８月10日

荒川化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている荒

川化学工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、荒川化学工業株式会社及び連結子会社の平

成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  西 原   健 二  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  井 上  正 彦  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 




